
経営革新等支援機関から最新情報を配信！！

大倉佳子税理士事務所 NewsLetter １2月号

大倉佳子税理士事務所（経営革新等支援機関）

TEL：04-2924-0790 FAX：04-2924-0838

〒359-1142 埼玉県所沢市上新井5-33-15

～認定支援機関で対応できます～

・各種補助金申請
・経営改善計画書の作成
・創業支援
・優遇金利での資金調達 など

ご存知ですか？

固定資産税等の軽減措置

認定支援機関に提出する必要書類

軽減措置の流れ

申告期限

＜固定資産税等の軽減措置とは？＞

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策の一環として、厳しい経営環境にある中小企業者等に対して、令和
3年度において、事業用家屋及び償却資産に係る固定資産税・都市計画税を事業収入の減少幅に応じ、ゼロ
または1/2とします。中小企業者等が軽減措置を申告する際の書類に関しては、事前に認定経営革新等支援
機関等による確認を行うこととなっております。

【全ての事業者からの提出が必要な書類】

① 申告書
事業収入割合、特例対象資産一覧、中小事業者等であることなどについての誓約など

② 収入減を証する書類
会計帳簿や青色申告決算書の写しなど

③ 特例対象家屋の事業用割合を示す書類（青色申告決算書など）

【場合によって提出が必要となる書類】

④ 収入減に不動産賃料の「猶予」が含まれる場合、猶予の金額や期間等を確認できる書類
必要な書類が揃っていない場合は、認定支援機関等において確認書が発行できないことがあります。
必要書類をご準備の上、お手続きくださるようお願いいたします。

軽減を受ける家屋、償却資産の所在する自治体への申告期限は2021年1月31日です。

市区町村に提出する必要書類

認定支援機関の確認を受けた申告書（原本）に加えて、同機関に提出した書類と同じものを提出してください（コピー可）。

※複数の市町村に固定資産税を納付している場合は、それぞれの市町村に申告していただく必要があります。

補助金額

2020年2月～10月までの任意の連続する３ヶ月間の事業収入の合計が

-前年同期比▲50％以上の場合全額免除-前年同期比▲30%以上50％未満の場合２分の１軽減

【事業収入とは】

一般的な収益事業における売上高と同義で、
収益事業から生み出される経常的な収入を
指します。給付金や補助金収入、経常的に事
業として行っていない不動産売却益などの
一時的収入は含みません。

お問い合わせお待ちしております。


